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ジェトロ環境社会配慮ガイドライン 

 

第Ⅰ部 基本的事項  

 

１．基本理念  

日本貿易振興機構（JETRO、以下「ジェトロ」）は、我が国の貿易の拡大、諸外国との円滑な通

商経済関係の発展、経済協力の促進に寄与すべく 2003年に設立された独立行政法人であり、貿

易投資振興の取組及びアジア地域等を含む新興国・開発途上国地域の研究を行っている。 

ジェトロは、その前身である日本貿易振興会及びアジア経済研究所が設立されてから既に半世

紀以上を経ている。この間、グローバル化の進展に伴い国際社会の相互依存は深まり、一国だけ

では解決しえない地球規模の問題が顕在化している。環境問題の分野では、気候変動、海洋汚染、

有害廃棄物の越境移動、森林破壊、生物多様性減少等の地球規模の問題が深刻化しており、環境

社会配慮の必要性は高まるとともに、地球環境の保全と持続可能な発展のための国際協力の重要

性が認識されている。 

   

  2015年には持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため、国連サミットにおいて「持続

可能な開発のための2030アジェンダ」が採択され、持続可能な開発目標（Sustainable Development 

Goals : SDGs）の達成に向けて、世界の、社会の、あらゆる層が問題の解決に参加し、地球の未

来に貢献することが求められており、官民で多様な取り組みが進展している。 

  特に、気候変動については、同年、国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）で「パリ協定」

が採択され、世界全体の平均気温の上昇を工業化以前より2℃高い水準を十分に下回るように抑え

るとともに、1.5℃高い水準までに制限するべく、国際社会が脱炭素社会への移行に向けた努力を

行っている。我が国も「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」や「2050年カーボンニュ

ートラル」宣言等に基づき脱炭素社会を目指している。 

また、生物多様性についても、2022年には国連生物多様性条約締約国会議（COP15）で、新たな

生物多様性に関する世界目標である「昆明・モントリオール生物多様性枠組」、「昆明・モント

リオール2030年目標」が採択され、自然の損失を止めてプラスに転じる「ネイチャーポジティブ」

の達成を目指し23の目標が策定された。我が国では2023年に「生物多様性国家戦略2023-2030」が

策定され、生物多様性・自然資本を守り活用するための戦略が示されている。 

 

経済活動が環境や社会、人権に与える影響への懸念も高まり、2011年には国連人権理事会で「ビ

ジネスと人権に関する指導原則」が承認された。これには国家の人権保護義務とならび企業の人

権尊重責任が明記されており、同指導原則に連動する形で、OECD多国籍企業ガイドライン及びILO

多国籍企業宣言が改定された。持続可能な開発目標（SDGs）はすべての人々の人権の向上を基礎

としており、ビジネスと人権に関する意識は高まるとともに、経済活動における人権尊重を促進

する政策として、世界的に企業に対してサプライチェーンも含めた人権尊重を求める法制を導入

する動きが広がっている。我が国では2020年に政府により「ビジネスと人権」に関する行動計画

（2020-2025）が策定され、国家の人権保護義務として、2022年には「責任あるサプライチェーン
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等における人権尊重のためのガイドライン」が策定され、企業による人権尊重を促進するための

取組が進められている。 

 

企業の社会的責任(CSR)がISOに組み入れられ、ESG（環境・社会・ガバナンス）に基づく企業経

営が求められるようになっている。2006年に国連が提唱した「責任投資原則」にESG投資の課題を

組み込むことが示されたことなどによりESG投資は拡大している。また、気候関連財務情報開示タ

スクフォース（TCFD）、自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）により財務に影響のある

気候変動及び自然関連情報の開示が推奨されるなどESGに関連した情報開示の動きも広まってい

る。さらに輸出信用機関や民間金融機関等においても、国際金融公社(IFC)のパフォーマンス基準

や民間銀行の赤道原則が国際ルールとして定着するとともに、その適用範囲は気候変動や人権尊

重などにも拡大している。 

 

このように世界の環境社会配慮を巡る状況が大きく変化する中で、自由で公正な通商ルールに

基づく貿易を推進する我が国の通商政策に沿って、貿易投資振興を通じた世界とのつながりを強

化し、その活力を積極的に取り込み我が国の成長力の強化並びに国民生活の質の向上に寄与する

とともに、我が国と世界の持続可能な発展に貢献していくことは、公的機関としてのジェトロの

責務である。こうした認識のもと、現下の情勢に応じた環境社会配慮の取組を推進することを目

的として、ジェトロは、環境社会配慮の具体的内容と手続きを定めた「ジェトロ環境社会配慮ガ

イドライン」を改定する。 

ジェトロは、2023年4月から開始した第6期中期計画(2023年から2026年度)において、「自ら制定

した環境社会配慮ガイドラインの基本理念に則り、ガイドラインに定められた具体的な責務と手

続きに基づき、環境と社会に配慮した業務運営を適切に行い、公的機関としての社会的責任を果

たす」と明記し、環境及び社会に配慮した業務運営を推進することを確認している。 

 

本ガイドラインは、ガイドライン第Ⅰ部6．の「本ガイドラインの改定について」の規定に基づ

き、2022年度から2023年度にかけて開催したジェトロ環境社会配慮諮問委員会及び同委員会ワー

キンググループにより検討が行われ、外部からの意見聴取を経て、改定されたものである。 

 

２．本ガイドラインの目的  

本ガイドラインは、ジェトロがその事業を通じて、我が国と世界の持続可能な発展に貢献する

ため、対外的な透明性を保ちつつ、果たすべき環境社会配慮上の責務を定め、また、望ましい方

向性を示すことを目的とする。このため、本ガイドライン第I部は基本的事項、第Ⅱ部はジェト

ロの貿易・投資促進事業における環境社会配慮、第Ⅲ部は個別事業に対する環境社会配慮の実施

方法について、それぞれ定めるものとする。   

 

３．環境社会配慮の項目と環境社会影響の範囲  

環境社会配慮の対象項目は、大気、水、土壌、廃棄物、事故、水利用、気候変動、生物多様性、

生態系サービス等を通じた人間の健康と安全及び自然環境（越境または地球規模の環境影響を含

む）並びに以下に列挙するような事項への環境社会影響を含む。非自発的住民移転等人口移動、
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雇用や生計手段等の地域経済、土地利用や地域資源利用、社会関係資本や地域の意思決定機関等

の社会組織、既存の社会インフラや社会サービス、貧困層や先住民族等の社会的に脆弱なグルー

プ、被害と便益の分配や開発プロセスにおける公平性、ジェンダー、子どもの権利、文化遺産、

地域における利害の対立、HIV/AIDS、新型コロナウイルス等の感染症、労働環境（労働安全を含

む）、放射性物質が含まれる。なお、個別プロジェクトの検討においては幅広い洗い出しにより

必要な項目に絞り込む。 

ジェトロが事業の実施にあたり調査・検討すべき影響は、事業の直接的、即時的な影響のみな

らず、合理的と考えられる範囲内で、派生的・二次的な影響、累積的影響、不可分一体の事業の

影響も含む。また、事業のライフサイクルにわたる影響を考慮することが望ましい。 

環境や地域社会に対する影響を事前に把握するには関連する様々な情報が必要であるが、影響

のメカニズムが十分に明らかになっていないこと、利用できる情報が限られていること等の理由

から、影響予測を行うことには一定の不確実性を伴う場合がある。不確実性が大きいと判断され

る場合には、可能な限り予防的な措置を組み込んだ環境社会配慮を検討する。 

 

４．社会環境と人権への配慮  

環境社会配慮の実現にあたっては、当該国の社会的・制度的条件及び事業が実施される地域の

状況による影響を受けることがある。特に、紛争国や紛争地域、表現の自由等の基本的諸権利や

法的救済を受ける権利が制限されている地域においてジェトロが事業を実施する際には、このよ

うな地域事情への特別な配慮が求められる。  

ジェトロは、事業の実施にあたり、国際人権規約をはじめとする国際的人権基準の原則を尊重

する。国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき人権デューディリジエンスを推進す

るとともに、日本政府が策定した「ビジネスと人権」に関する行動計画（2020-2025）に従い、

指導原則に基づく「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」を踏

まえた取組を推進する。この際、先住民族、女性、民族的または種族的、宗教的、言語的少数者、

子ども、高齢者、貧困層、障がい者、難民・国内避難民及び移住労働者とその家族、マイノリテ

ィ等の社会的に弱い立場にある者の人権について特に配慮する。  

 

５．ガイドラインの遵守と説明責任の確保  

ジェトロは、本ガイドラインを対外的な透明性を確保しつつ遵守していくため、外部有識者に

よる「環境社会配慮諮問委員会(以下「諮問委員会」)」を設置し、その下に分科会を設置する。

委員の氏名、所属、専門分野は、諮問委員会設置後速やかにウェブサイトで公開し、会議は原則

として公開とする。  

ジェトロは、定期的に諮問委員会を開催し、環境社会配慮の観点から事業の実施状況及び環境

社会配慮への取組などを報告し、本ガイドラインの遵守、必要な場合にはガイドライン見直し等

について、専門的立場からの助言を求める。諮問委員会の議事録は発言順に発言者名を明記した

ものを作成し、ウェブサイトで公開する。 

ジェトロは、本ガイドラインの遵守に関する外部からの日本語または英語での意見を、電子メ

ール、郵送、ファックス等の文書で受け付ける。 

ジェトロは、受け付けた意見を各担当部、総務部環境社会配慮審査役(以下「環境社会配慮審査
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役」)及び諮問委員会に送り、適切な対応を取る。その際、必要に応じ諮問委員会に専門的立場か

らの助言を求める。その上で、具体的な対応方法を意見送付者に連絡する。  

 

６．ガイドラインの改定について  

ジェトロは、本ガイドラインの運用実態について確認を行い、その結果に基づき、また必要

に応じて改定を行う。改定にあたっては、我が国政府、我が国の法人等、専門家、NGO等の意見

を聞いた上で、透明性と説明責任を確保したプロセスで行う。  

 

７．用語の定義  

（１）「環境社会配慮」とは、大気系、水系、土壌への影響、生物多様性等自然への影響、非自

発的移転、労働者、先住民族等の人権の尊重その他の社会への影響に配慮することをいう。  

 

 （２）「ビジネスと人権」とは、「国連ビジネスと人権に関する指導原則」にもとづく概念。国

家は国際人権法のもと自国領域/法的管轄内において人権侵害から人々を守る義務があり、

たとえ国家がその義務を果たしていない場合でも、すべての企業（経済主体）は人権を尊

重する責任がある。経済主体は、その活動が人々の権利に与える負の影響を把握し、人権

侵害を回避し、自体が関与した人権への負の影響に対処すべきとの原則のことをいう。 

 

（３）「中期計画」とは、独立行政法人通則法の規定により、経済産業省が定めるジェトロの中

期目標に基づいて、ジェトロが計画的に業務遂行するために策定する計画のことをいう。 

 

（４）「貿易・投資促進事業」とは、ジェトロが中期計画に基づき実施する事業のことをいう。

また、同事業には、国・他機関・自治体などからの委託事業なども含むものとする。 

 

（５）「スクリーニング」とは、その事業特性と地域特性に基づき、環境社会配慮の必要性につ

いて判断を行うことをいう。本ガイドラインでは、貿易・投資促進事業を環境社会への

影響に応じてカテゴリ分類を行い、各分類に定められた対応を行う。 

 

（６）｢ステークホルダー｣とは、本ガイドラインにおいては、ジェトロ事業に関係を有する、あ

るいはジェトロ事業により影響を受ける個人や団体、さらにはジェトロ事業に関し知見あ

るいは意見を有する個人や団体のことをいう。ただし、個別事業に対する環境社会配慮の

実施においては、プロジェクトが最終的に実施される場合の、事業の実施予定地を管轄す

る行政などの関係者、プロジェクトによって影響を受けると想定される個人や団体(非正規

居住者を含む)、及びプロジェクトに知見もしくは意見を有すると想定される個人や団体

(現地で活動しているNGOを含む)のことをいう。  

 

（７）「幅広い洗い出し」とは、当該プロジェクトが進展した際に環境社会配慮が適切に実施さ

れるために、事業の実施時点において想定される幅広い環境及び社会影響の評価項目の選

定を行うことをいう。 
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第Ⅱ部  貿易・投資促進事業における環境社会配慮  

 

１．基本的な考え方  

(１）環境社会配慮を通じた組織の社会的価値の向上  

   企業が持続的に発展するためには、その活動が環境と社会へ与える影響を考え、ステークホ

ルダーとの関係を重視しながら企業の社会的責任（CSR）への取組を果たすことが必要不可欠で

ある。さらに2015年に国連サミットで採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成に向

けて、企業も積極的に自らの活動を変革していくことが求められている。 

     公的部門に属しつつも、その事業の性格から民間企業と日常的な接触を持つジェトロの役割

は、事業主体として実施する貿易・投資促進事業の環境社会への影響に適切に配慮することに

より組織としての社会的価値を高めるとともに、民間企業による環境社会配慮、さらにはCSR

への取り組み、SDGsへの貢献などを支援することで持続可能な発展に寄与することである。  

 

（２）情報公開とステークホルダーとのコミュニケーション 

一般的に環境社会配慮の信頼性、あるいは企業のCSRの信頼性を支える最も重要な要素は、積

極的な情報の公開とステークホルダーとの対話、コミュニケーションである。ジェトロは、自

らの事業に関する情報公開、ステークホルダーとの対話、コミュニケーションを積極的に進め

ると共に、その業務を通じ民間企業にも同様の取り組みを働きかけていく。  

 

２．事業主体としてのジェトロの環境社会配慮  

（１）実施方針 

ジェトロは、その貿易・投資促進事業の多様な業務を実施する過程で、事業主体として、環

境や社会に対し種々の影響を及ぼす可能性がある。ジェトロは、このような貿易・投資促進事

業の遂行上生じ得る環境社会影響を検討し、関連する各国の法令（慣習法や慣習的権利を含む）

や国際規範（国際条約・協定、ガイドライン等）などを踏まえながら、その事業を企画、実施

する。ジェトロが実施する貿易・投資促進事業において、想定し得る環境や人権へのリスクの

判断の参考となる国際条約・協定、ガイドラインなどについては別紙１のとおりである。 

 

（２）カテゴリ分類 

ジェトロは、事業主体として実施する貿易・投資促進事業について、その環境社会への影響

の程度に応じて3種類にカテゴリ分類し、各分類に定められた環境社会配慮への取組を行う。カ

テゴリA及びBにおける環境社会配慮の実施方法は、本ガイドライン第Ⅲ部「個別事業に対する

環境社会配慮の実施方法」に定める。 

１）カテゴリA： 

環境や社会への望ましくない影響のある可能性を持つような事業。また影響が複雑、また

先例がなく影響の予測が困難であるような場合、影響範囲が大きく影響が不可逆的である場

合。 

＜対象事業＞ 

・ジェトロが案件の具体化支援（実行可能性検証を含む）を目的として、企業の活動経費を
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直接補助する事業の中で、事業内容や規模などを考慮して、環境や社会への望ましくない

影響が大きいと考えられるもの。 

＜取  組＞ 

・事業を実施する過程において、本ガイドライン第Ⅲ部1.(2)基本方針に定められた環境社会

配慮を実施する。 

２）カテゴリB： 

環境や社会への望ましくない影響がカテゴリAの事業に比して小さいと考えられる事業。一

般的にはサイトそのものにしか及ばず、不可逆的な影響は少なく、通常の方策で対応できる

と考えられるもの。 

＜対象事業＞ 

・ジェトロが案件の具体化支援（実証可能性検証を含む）を目的として、企業の活動経費を

直接補助する事業の中で、事業内容や規模などを考慮して、環境や社会への望ましくない

影響がカテゴリAの事業に比して小さいもの。 

＜取  組＞ 

・事業を実施する過程において、本ガイドライン第Ⅲ部1.(2)基本方針に定められた環境社会

配慮を実施する。 

３）カテゴリC: 

環境や社会への望ましくない影響が最小限かあるいはほとんどないと考えられるもの。 

＜対象事業＞ 

・ジェトロの貿易・投資促進事業の中で、カテゴリA及びBに属さない環境社会関連事業・取

組全般 

＜対  応＞ 

・諮問委員会に事業・取組概要及び実績等について報告する。 

 

（３）カテゴリ分類の方法 

ジェトロは、諮問委員会委員長により指名された諮問委員会委員で構成される分科会の意

見を踏まえカテゴリ分類する。 

 

３．企業の環境社会配慮へのジェトロの支援  

ジェトロは、環境社会配慮に係る情報、すなわち各国の法令、国際規範(国際条約・協定、ガ

イドライン等)、そして各種の実践事例等に関する情報を収集・蓄積し、この情報をその業務を

通じて我が国企業に提供し、我が国企業のCSRへの取り組み、SDGsへの貢献、環境社会配慮を支

援する。また、この情報を活用し、海外企業・民間団体、公的機関の環境社会配慮の支援、CSR

への取り組み、SDGsへの貢献の支援にも努める。  

さらに、内外の企業から企業進出に関する相談を受けた場合には、法務・労務・税制等の進

出先における経営面での制度情報やビジネス関連情報の提供に留まらず、地域の企業市民とし

て受け入れられるよう、環境社会配慮の視点からの助言も行う。  
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第Ⅲ部 個別事業に対する環境社会配慮の実施方法 

 

１．基本的な考え方 

（１）前 提 

第Ⅲ部において示される環境社会配慮は、第Ⅱ部 2.(2)カテゴリ分類において、カテゴリ Aも

しくは Bに分類された事業を対象とする。 

 

（２）基本方針 

環境社会配慮の実施は、事業の予備的ないしは補足的な位置付けであり、企業が海外展開する

にあたり予め把握しておくべき環境社会配慮調査項目を幅広く洗い出し、配慮する内容を助言す

ることにより、企業の環境社会配慮を支援し、さらには企業のビジネスリスク低減など企業支援

を目的として実施するものである。 

そのため、以下のように手続き及び事業における配慮事項について基本方針を定める。 

１）環境社会配慮の実施方法 

  ※以下の①②④はカテゴリ Aと Bの対応は共通。③のみカテゴリ Aと Bで対応が異なる。 

①環境社会配慮ガイドライン遵守にかかる同意 

ジェトロは、事業の実施主体より本ガイドラインを遵守することについて同意を得る。 

②スクリーニング 

ジェトロは、本ガイドライン第Ⅱ部 2．(3)に定める「カテゴリ分類の方法」に基づき実施

する。 

   ③事業計画に対する助言、調査・検討結果の確認 

   ＜カテゴリ A＞ 

ジェトロは、事業開始前に、実施主体より提出された事業概要（当該事業の申請書、別紙 3

のスクリーニング様式など）を諮問委員会分科会に共有し、環境社会配慮項目を幅広く洗い

出し、配慮する内容について助言を求める。実施主体は事業の実施過程で助言内容も考慮し

て環境社会配慮事項について調査を実施し、その結果を報告書案に記述する。諮問委員会分

科会は報告書案の内容を確認し、必要に応じて助言する。 

＜カテゴリ B＞ 

ジェトロは、事業開始前に、実施主体より提出された事業概要（当該事業の申請書、別紙 3

のスクリーニング様式など）に対して、環境社会配慮項目を幅広く洗い出し、配慮する内容

について助言する。実施主体は事業の実施過程で助言内容も考慮して環境社会配慮事項につ

いて調査を実施し、その結果を報告書案に記述する。ジェトロは報告書案の内容を確認し、

必要に応じて助言する。 

④情報公開 

ジェトロは、環境社会配慮の実施結果について、原則、情報公開する。また、諮問委員会に

おいて報告する。 

２）事業における環境社会配慮の項目とその影響の範囲 

助言対象となる事業の環境社会配慮の項目と環境社会影響の範囲については、本ガイドライ

ン第Ⅰ部基本的事項の 3．「環境社会配慮の項目と環境社会影響の範囲」及び 4．「社会環境
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と人権への配慮」に掲げたものとする。 

３）事業における配慮事項 

①事業計画の妥当性確認 

実施主体は、事業戦略、経済・技術的な側面に加え、環境社会配慮の観点を踏まえて本事

業計画の妥当性を確認し、必要に応じて、事業の効果・影響、考え得る他の選択肢との比較

を行う。 

②ステークホルダーからの情報収集等 

実施主体は、海外事業展開に伴い想定されるステークホルダーから環境社会配慮にかかる

情報収集に努め、その結果を報告書に記述する。特に、事業予定地が明らかになっているあ

るいは被影響地域が明確であると判断される場合には、当該地域の環境社会配慮に詳しい企

業、自治体・団体、個人などから情報収集するとともに、想定されるステークホルダーの特

定方法と必要な情報収集の内容・方法を含む協議の結果を記述する。 

 

（３）ジェトロが担う環境社会配慮上の責務 

１）ジェトロ及び／又は諮問委員会分科会は、実施主体に対して環境社会配慮のリスク及び調査

項目などについて助言するとともに、その内容が適切に調査・検討されているか確認した上

で、必要に応じて追加調査や報告書の修正を実施主体に助言する。 

２）ジェトロは、各助言対象となる事業の実施中にステークホルダー等からの関連情報を受け取

った場合、その内容を実施主体と共有した上で、必要に応じて適切に対応する。なお、実施

主体との情報共有にあたり、情報共有者が被影響住民やその支援者等、事業から影響を受け

る立場である場合、当該事業に関連する企業や行政から情報提供者に不当な圧力が生じない

よう可能な限り配慮する。 

３）ジェトロは、環境社会配慮の実施状況を含む環境社会関連事業・取組全般について諮問委員

会に報告し、同事業・取組に関して専門的な立場から助言を求める。 

 

２．環境社会配慮の手続き 

（１）事業実施前の段階  

 １）担当部は、事業を公募する際に、実施主体が本ガイドラインの内容を確認できるように配慮

する。 

２）事業の実施主体は、本ガイドラインを遵守することに同意した上で、事業の所定の申請書及

び別紙 3「スクリーニング様式」をジェトロに提出する。申請書における環境社会配慮に関

する項目の記述にあたっては、別紙 2「申請書における環境社会配慮に関する項目の記述要

領」を参照する。 

３）担当部は、申請書及びスクリーニング様式の記述内容をチェックし、環境社会配慮に関する

調査項目が適正か判断する。また、必要に応じ、海外事務所から情報収集を行う。 

４）ジェトロ及び/又は諮問委員会分科会は、申請書に適切な環境社会配慮の調査項目が含まれ

ているか、別紙 2「申請書における環境社会配慮に関する項目の記述要領」に基づき確認し、

実施主体に助言する。 

５）環境社会配慮審査役は、担当部に対し、申請書に適切な環境社会配慮調査項目が含まれてい
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ることの確認に協力し、必要な助言を与える。 

 

（２）事業の実施段階 

１）環境社会配慮調査の具体的項目としては、まず①相手国の環境社会配慮に関連する諸制度の

内容確認、②この段階で想定可能な案件立地点の自然、社会環境等に関する情報の収集であ

り、別紙 4「事業報告書における環境社会配慮に関する項目の記述要領」に基づき個別調査

案件毎に行う。そして、必要な案件については、当該案件が事業化される際に、環境社会配

慮が適切に行われるために必要と事業実施時点で想定される調査項目の幅広い洗い出しを

行う。 

２）実施主体は、必要に応じて、環境社会配慮を専門とする者を派遣し、現地調査を行うものと

する。 

３）実施主体は、別紙 4に基づき、ジェトロ及び/又は諮問委員会分科会より助言のあった内容

を含め幅広い洗い出しを行った調査項目について調査・検討し、その結果を報告書に記述す

る。 

４）実施主体は事業予定地が明らかになっている、あるいは被影響地域が明確であると判断され

る場合には、想定されるステークホルダーの特定方法と必要な情報収集の内容・方法を含む

協議の結果を記述する。このために、必要に応じて当該地域の環境社会状況に詳しい個人や

団体からの情報収集に努める。 

５）実施主体は、調査の文献及び基礎データについては、出典及び入手経路を記述する。 

６）担当部は、事業の実施過程において、別紙 4に基づき、環境社会配慮調査項目が適切に調査・

検討されているか確認する。 

７）環境社会配慮審査役は、担当部の確認に協力し、必要な助言を与える。 

 

（３）事業報告書の精査段階 

１）担当部は、提出された報告書の精査段階において、別紙 4に基づき、当該案件に適切な環境

社会配慮調査項目が調査・検討されたか確認する。 

２）ジェトロ及び/又は諮問委員会分科会は、別紙 4 に基づき、当該案件に適切な環境社会配慮

調査項目が調査・検討されているか、また助言内容が適切に調査・検討されているか確認し、

必要に応じて助言する。 

 

（４）環境社会配慮にかかる情報公開 

 ジェトロは、環境社会配慮の取組をジェトロホームページに掲載する。 
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（別紙２） 

 

    申請書における環境社会配慮に関する項目の記述要領 

 

事業の提案者は、申請書の提出にあたり環境社会配慮に係る項目については、下記のとおり記述

すること。なお、事業実施にあたって必要となる環境社会配慮への対応策の実施が困難な案件の応

募は受け付けないので留意すること。 

 

1．事業概要 

本項目には、事業概要（対象国、対象分野、事業戦略、提案技術・サービス、進出形態、事

前の現地調査、事業化予定時期、現地パートナー、想定投資額・受注額など）について記載す

ること。また、海外事業展開において新たに用地取得もしくは拡張の可能性がある場合には、

用地の規模（面積）、新たに見込まれる雇用人数などについても可能な範囲内で記述すること。 

 

２．環境社会配慮にかかる調査概要 

（１）調査内容・項目 

本項目には、事業実施にあたり環境社会配慮にかかる必要な調査及び今回の調査における

スコープ等につき、簡潔に記述すること。 

 

（２）既存調査の有無 

本項目には、当該事業における環境社会配慮に関する既存調査がある場合は、その内容に

ついて記述すること。 

 

（３）環境社会影響の可能性  

本項目には、事業の実施が環境社会影響に与える可能性の有無について記入すること。影

響を与える可能性がある場合は、環境社会影響をどのように把握するのかその調査方法等を

記述し、可能性がない場合は、事業の性格や実施内容に則した明確な理由を記述すること。

環境社会影響については、別紙 3「スクリーニング様式」にも併せて回答すること。 

 

３．環境社会改善効果 

本項目には、本事業を実施することにより環境社会改善効果（省エネ、省資源、自然環境保

全、代替エネルギー、労働条件、労使関係、職場のダイバーシティ＆インクルージョン、労働

者の技能構築等）が期待される場合には、その内容・理由等について記述すること。 
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（別紙３） 

 

スクリーニング様式 

 

項目１  事業概要 

1-1 事業実施にあたり、新たに用地取得もしくは拡張の可能性はありますか。現段階では具体的

に決まっていない場合でも、将来的に可能性がある場合には「Yes」に回答して下さい。 

□YES       □NO 

 

1-2 上記 1-1で「Yes」と回答した場合、事業の実施予定地を記入して下さい（地図の添付が望ま

しい）。具体的な事業予定地が決まっていない場合には、予定地域を可能な範囲で記入して下

さい。（                                     ） 

 

1-3  事業実施にあたり、新たに雇用を創出する、あるいは既存のバリューチェーン上の雇用につ

いて影響を及ぼす可能性はありますか。現時点で具体的に決まっていない場合でも、将来的

に可能性がある場合には「Yes」を回答してください 

     □YES       □NO 

 

項目２ ステークホルダーとの協議等 

2-1 本事業を進めるにあたり、既にステークホルダー協議を実施しましたか。 

 □実施済み   □実施していない（今後実施予定含む） 

 

実施済の場合は、該当するステークホルダーをチェックし、日時、場所、参加人数、所属、

性別、主な意見と対応状況等を記入してください（複数回答可）。 

 □関係省庁（                 ） 

 □地域住民（                 ） 

 □NGO（                    ） 

 □労働者・労働組合（             ） 

 □その他（                                   ） 

 

2-2 本事業は、新規に開始するものですか、既に実施しているものですか。既に実施している場

合、既に行われている事業活動について、現地住民等より苦情や意見を受けたことがありま

すか。 

 □新規  □既往（苦情あり） □既往（苦情なし） □その他（         ） 

      現地住民等から苦情や意見があった場合には、下記欄に、具体的な内容を記述してください。

また、可能な範囲でそれに対して取った対応策も併せて記述して下さい。 

      （                                                                              ） 

 

項目３ 環境アセスメント等の実施予定の有無 
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3-1  事業実施にあたり、環境アセスメント(EIA、IEE等)は、制度上または事業実施の国内法上、

必要とされますか。必要な場合、実施又は計画されていますか。必要な場合は、必要とされ

る根拠についても記入してください。 

□必要 （□ 実施済 □ 実施中・計画中） 

(必要な理由：                  ) 

□不要 

□未確認（今後調査予定を含む） 

□その他（                    ） 

 

3-2   上記 3-1で「必要」と回答した場合、環境アセスメントは当該国の環境アセスメント法に基

づき審査･承認を受けていますか。既に承認されている場合には、その承認年月、承認機関

を記載してください。 

□承認済み(附帯条件なし)（承認年月：         承認機関：         ） 

□承認済み(附帯条件あり)（承認年月：         承認機関：         ） 

□審査中 

□実施中 

□手続きを開始していない 

□その他（                  ） 

 

3-3   その他の許認可が必要な場合、その許認可名を記載してください。また、当該許認可を取得

済みですか。 

□取得済み   □取得必要だが未取得  □取得不要 

□未確認（今後調査予定を含む） 

□その他(                    ） 

(許認可名：                               ) 

 

3-4  環境アセスメント報告書や許認可書等は、一般に公開されていますか。公開されている場合、

場所、URL等を記載してください。 

   □現地事務所などで公開されている（場所：               ） 

   □ウェブサイト上で公開されている（URL：                ） 

   □公開されていない 

   □その他（                              ） 

 

項目４ 環境社会配慮の実施に関する確認 

4-1   本事業の実施予定地又はその周辺に、次に示す地域がありますか。 

   □YES      □NO 

 

Yesの場合には、該当する項目をチェックしてください。また具体的名称等を記載してくだ

さい（複数回答可）。 
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□国立公園、国指定の保護対象地域(国指定の海岸地域、湿地、少数民族･先住民族のための

地域、文化遺産等) （名称：     ） 

□原生林、熱帯の自然林（名称：     ） 

□生態学的に重要な生息地(サンゴ礁、マングローブ湿地、干潟等) （名称：     ） 

□国内法、国際条約等において保護が必要とされる貴重種の生息地 

（生息地の名称、希少種の種類：                         ） 

□大規模な塩類集積あるいは土壌浸食の発生する恐れのある地域（名称：     ） 

□砂漠化傾向の著しい地域（名称：     ） 

□考古学的、歴史的、文化的に固有の価値を有する地域（名称：     ） 

□少数民族あるいは先住民族、伝統的な生活様式を持つ遊牧民の人々の生活区域、もしくは

特別な社会的価値のある地域（名称：     ） 

 

4-2   本事業の実施予定地において、以下に示す要素が予定又は想定されていますか。 

 □YES   □NO 

 

  YESの場合には、該当する内容にチェックを入れて、可能な範囲内で、カッコ内に詳細を記

載してください（複数回答可）。 

□非自発的住民移転 

□地下水揚水 

□埋立、土地造成、開墾 

□事業に伴う環境の改変による周辺住民の生業への影響 

□森林伐採 

    （例：非自発的住民移転数、埋立面積、森林伐採面積等：              ） 

 

4-3   本事業の実施過程及び主要なサプライチェーンで、環境社会に望ましくない影響を及ぼすこ

とが懸念されますか。懸念事項がある場合には、以下の該当する項目にチェックしてくださ

い（複数回答可）。また、懸念事項について、可能な範囲内で具体的に記載してください。 

□YES   □NO 

 

   □大気汚染 

□水質汚濁 

□土壌汚染 

□廃棄物 

□騒音･振動 

□地盤沈下 

□悪臭 

□地形・地質 

□底質 

□生物多様性 
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□水利用 

□事故 

□気候変動 

□非自発的住民移転 

□雇用や生計手段等の地域経済 

□土地利用や地域資源利用 

□社会関係資本や地域の意思決定機関等の社会組織 

□既存の社会インフラや社会サービス 

□貧困層･先住民族･少数民族・難民・国内避難民 

□被害と便益の偏在 

□地域内の利害対立 

□ジェンダー 

□障がい者 

□子どもの権利・高齢者への配慮 

□文化遺産 

□HIV/AIDS、新型コロナウイルス等の感染症 

□労働環境・労働安全 

□移住労働・強制労働 

□汚職・腐敗 

□その他（                                                              ） 

 

上記でチェックした懸念事項について、可能な範囲内で具体的に記入して下さい。 

（                                    ） 

 

4-4   事業の実施場所・方法等について、他の選択肢との比較検討を行った場合には、その内容に

ついて、できる限り具体的に記載してください。 

（                                       ） 

 

※本様式は暫定的な雛形であり、実際の運用を踏まえ適宜、修正を行います。 
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（別紙４） 

 

事業報告書における環境社会配慮に関する項目の記述要領 

 

事業の実施者は、事業報告書の作成にあたり環境社会配慮に係る項目については、下記のとおり

記述すること。 

 

１．事業概要 

   本項目には、事業概要（対象国、対象分野、事業戦略、提案技術・サービス、進出形態、事

前の現地調査、事業化予定時期、現地パートナー、想定投資額・受注額など）について記載す

ること。また、海外事業展開において新たに用地取得もしくは拡張の可能性がある場合には、

用地の規模（面積）、新たに見込まれる雇用人数などについても可能な範囲内で記述すること。 

 

２．環境社会的側面の検討 

（１）事業の実施に伴う環境社会面への影響 

本項目には、ジェトロ及び/又は諮問委員会分科会より助言のあった内容を含め、環境社

会配慮にかかる調査結果を記述すること。 

調査の実施者は、特に、事業予定地が明らかになっている、あるいは被影響地域が明確で

あると判断される場合には、想定されるステークホルダーの特定方法と必要な情報収集の内

容・方法等を含む協議の結果を記述すること。このために、必要に応じて当該地域の環境社

会状況に詳しい個人や団体からの情報収集に努め、情報収集を行った場合はその結果を記述

すること。 

 

（２）相手国の環境社会配慮関連法規の概要及びそのクリアに必要な措置 

本項目には、事業の実施の際に関係する環境社会配慮関連法規の概要とそれをクリアする

ために必要な措置について、本事業において調査・検討した内容を記述すること。また、事

業の実施に必要となる相手国のEIA（環境アセスメント）等の内容についても記述すること。

本調査の次の段階で EIAを行なう必要がある場合は、時期、期間、調査が必要な領域・調査

事項、本事業の実施段階で想定し得る必要な対応策等を可能な範囲で記述すること。 

 

３．環境社会改善効果 

本項目には、本事業を実施することにより環境社会改善効果（省エネ、省資源、自然環境保

全、代替エネルギー、労働条件、労使関係、職場のダイバーシティ＆インクルージョン、労働

者の技能構築等）が期待される場合には、その内容・理由等について記述すること。なお、そ

の際、例えば、現状分析、将来予測、プロジェクトを実施した場合の効果・影響などについて

可能な範囲内で記述すること。 
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JETRO Guidelines for  
Environmental and Social Considerations 

 

Part I Basic matters 
 
 

1. Basic philosophy 
The Japan External Trade Organization (JETRO) is an incorporated administrative agency 

established in 2003 to contribute to the expansion of Japan’s trade and the development of smooth 

trade and economic relations between Japan and the rest of the world, and to promote economic 

cooperation. It works to promote trade and investment, and conducts research on Asian and other 

regions of emerging and developing countries. 

 

More than half a century has passed since JETRO and the Institute of Developing Economies (IDE) 

were first established. Throughout these years, the interdependence of the international community 

has deepened with the progress of globalization, and global problems that cannot be solved by a 

single country alone have emerged. Among environmental issues, global problems such as climate 

change, marine pollution, transfrontier shipment of hazardous wastes, deforestation, and biodiversity 

loss are becoming more serious. There is an increasing need for environmental and social 

considerations, while a general awareness of the importance of international cooperation for 

conservation of global environment and sustainable development has been arising. 

 

 

In 2015, the 2030 Agenda for Sustainable Development was adopted at the UN Summit to realize a 

sustainable, diverse and inclusive society. To achieve the Sustainable Development Goals (SDGs), 

all segments of the world and of society are required to participate in resolving problems and to 

contribute to the future of the Earth, and a variety of public and private sector initiatives are underway. 

 

With regards to climate change in particular, the Paris Agreement was adopted at the 21st Session of 

the Conference of the Parties to the United Nations Framework Convention on Climate Change 

(UNFCCC COP21) in the same year, and the international community is making efforts toward a 

transition to a decarbonized society in order to hold the increase in the global average temperature to 

well below 2°C above the pre-industrial level and to limit the temperature increase to 1.5°C above 

the pre-industrial levels. Japan is also aiming for a decarbonized society based on "The Long-Term 

Strategy under the Paris Agreement" and the "2050 Carbon Neutrality Declaration" declaration” and 

other documents. 

 

Regarding biodiversity, a new global biodiversity goal, the Kunming-Montreal Biodiversity 

Framework (GBF), was adopted during the 15th Conference of the Parties to the United Nations 

Convention on Biological Diversity (COP15) in 2022. Twenty-three targets for 2030 have been set 

under GBF in order to achieve "Nature Positive" to halt and reverse nature loss. In Japan, the 

"National Biodiversity Strategy and Action Plan 2023-2030" was established in 2023, which outlines 

strategies to protect and utilize biodiversity and natural capital. 

 

 

Concerns about the impact of economic activities on the environment, society, and human rights 

have also grown and, in 2011, the UN Human Rights Council approved the “Guiding Principles on 

Business and Human Rights” (hereinafter referred to as the “UN Guiding Principles”), which clearly 

state the obligation of states to protect human rights and the responsibility of companies to respect 

human rights. In conjunction with the UN Guiding Principles, the OECD Guidelines for 

Multinational Enterprises and the “ILO Declaration on Multinational Enterprises”  were revised. 

SDGs are based on the improvement of human rights for all people, and awareness of business and 

human rights is increasing. At the same time, there is a growing development worldwide to introduce 
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legislations that require companies to respect human rights, including in their supply chains, as a 

policy to promote respect for human rights in economic activities. In Japan, efforts to promote respect 

for human rights by companies are advancing as the government formulated the National Action 

Plan on Business and Human Rights (2020–2025) in 2020, and the “Guidelines on Respecting 

Human Rights in Responsible Supply Chains” in 2022 based on the state duty to protect human rights. 

 

 

Corporate Social Responsibility (CSR) has been incorporated into ISO, and Environmental, Social, 

and Governance (ESG)-based management is now expected. ESG investment is expanding due to 

factors such as the UN-supported Principles for Responsible Investment, launched in 2006, which 

calls for incorporating ESG investment issues into investment practice. In addition, ESG-related 

information disclosure is becoming more widespread as the Task Force on Climate-related Financial 

Disclosure (TCFD) and the Task Force on Nature-related Financial Disclosure (TNFD) have 

recommended the disclosure of climate and nature related information that has a financial impact. 

Furthermore, for export credit agencies and private financial institutions, the International Finance 

Corporation (IFC) Performance Standards and the Equator Principles for private banks have become 

established international rules, and their scope of application has expanded to include climate change 

and respect for human rights. 

 

 

As described above, the situation surrounding environmental and social considerations in the world 

is changing drastically. In this context, it is JETRO’s responsibility as a government-related 

organization to strengthen Japan's ties with the rest of the world through the promotion of trade and 

investment in line with Japan's trade policy of promoting trade based on free and fair trade rules, and 

actively tap into the world’s vitality to contribute to strengthening Japan's growth potential and 

improving the quality of life of its citizens. JETRO’s responsibility also include contributing to the 

sustainable development of Japan and the world. Based on this recognition, JETRO hereby revise 

the “JETRO Guidelines for Environmental and Social Considerations” (hereinafter referred to as the 

“Guidelines”), which stipulate the specific measures and procedures for environmental and social 

considerations, for the purpose of promoting initiatives for environmental and social considerations 

in line with the current situation. 

 

JETRO, in its sixth mid-term plan (2023–2026), which began in April 2023, stipulates that “JETRO 

will operate with environmental and social considerations in accordance with the basic principles set 

out in its Guidelines for Environmental and Social Considerations and based on the responsibilities 

and procedures specified in the Guidelines to fulfill its social responsibility as a public entity,” 

confirming that it will promote operations with environmental and social considerations. 

 

 

The Guidelines was reviewed by the JETRO Advisory Committee on JETRO Guidelines for 

Environmental and Social Considerations and the working group within the committee organized 

from 2022 to 2023, and was revised after hearing public opinions, as provided by Chapter I, Section 

6 “Revision of the guidelines” of the Guidelines. 

 

 

2. Objectives of the Guidelines 
The objectives of the Guidelines are to allow JETRO to specify its responsibilities in terms of 

environmental and social considerations, to maintain external transparency, and to indicate desirable 

direction in order to contribute to the sustainable development of Japan and the world through its 

activities. To this end, Part I of the Guidelines sets forth the basic matters, Part II provides for 

environmental and social considerations in JETRO’s trade and investment promotion activities, and 

Part III provides for the implementation methods of environmental and social considerations for 

individual projects. 
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3. Types and scope of social and environmental impacts considered 
The impacts to be assessed with regard to environmental and social considerations include impacts 

on human health and safety, as well as on the natural environment, that are transmitted through air, 

water, soil, wastes, accidents, water use, climate change, biodiversity, and ecosystem services, 

including trans-boundary or global scale impacts. These also include environmental and social 

impacts such as: involuntary resettlement and other forms of migration of population, local economy 

such as employment and livelihood, utilization of land and local resources, social institutions such 

as social capital and local decision-making institutions, existing social infrastructures and services, 

vulnerable social groups such as peoples in poverty and indigenous peoples, equality of benefits and 

losses and equality in the development process, gender, children’s rights, cultural heritages, local 

conflicts of interest, infectious diseases such as HIV/AIDS and COVID-19, working conditions 

including occupational safety, and radioactive substances. Items to be addressed in a specific project 

are narrowed down to relevant items through the preliminary scoping process. 

 

JETRO should study and examine not only the direct and immediate impacts of projects, but also the 

derivative, secondary, and cumulative impacts as well as impacts associated with indivisible projects, 

so far as it is rational. It is desirable that the impacts through a project life cycle are also considered. 

 

Various kinds of relevant information are needed in order to assess impacts on the environment and 

society. There are, however, uncertainties in predicting such impacts caused by the incomplete 

understanding of impact mechanisms and the limited information available. Therefore, if the scale 

of uncertainty is considered to be large, project proponents provide environmental and social 

considerations that include preventive measures as much as possible. 

 

 

4. Considerations of the social environment and human rights 
Environmental and social considerations may be affected by social and institutional conditions of the 

host country as well as the situation surrounding the area where the project is implemented. In 

particular, special attention is necessary when implementing activities in disputing countries or areas 

where basic rights such as freedom of expression and the right of legal redress are restricted. 

 

In implementing projects, JETRO respects the principles of international human rights standards, 

including the International Bill of Human Rights. JETRO promotes human rights due diligence based 

on the UN Guiding Principles, and initiatives based on the “Guidelines on Respecting Human Rights 

in Responsible Supply Chains,” which is based on the UN Guiding Principles, in accordance with 

the Action Plan on Business and Human Rights (2020–2025) formulated by the Japanese government. 

In doing so, special considerations are given to the human rights of socially vulnerable groups, such 

as indigenous peoples; women; persons belonging to national or ethnic, religious and linguistic 

minorities; children; elderly; poor; persons with disabilities; refugees, internally displaced persons, 

migrant workers and members of their families; and minorities. 

 

 

5. Compliance with the guidelines and securing accountability 
JETRO, with the aim of complying with the Guidelines while maintaining external transparency, 

establishes an Advisory Committee on JETRO Guidelines for Environmental and Social 

Considerations (hereinafter referred to as the “Advisory Committee”) composed of outside experts 

and specialists, and subcommittees under the Advisory Committee. The names of the Committee 

members, their affiliations, and fields of expertise are disclosed on the JETRO website immediately 

after the Advisory Committee has been established. Advisory Committee meetings are, in principle, 

open to the public. 

 

JETRO will convene Advisory Committee meetings regularly to report the implementation status of 

its activities and efforts on environmental and social considerations from the perspective of 

environmental and social considerations in order to solicit the advice of experts on compliance with 

the Guidelines and, if needed, on the revision of the Guidelines. The minutes of Advisory Committee 



 

4 

 

meetings are kept, with the names of the speakers specified, in the order that they have spoken, and 

published on the JETRO website. 

 

JETRO welcomes comments from outside parties concerning its compliance with the guidelines 

through e-mail, postal mail, or fax, in Japanese or English. 

 

JETRO forwards those comments to the departments in charge, the director in charge of 

environmental and social considerations of the Administrative Affairs Department, and the Advisory 

Committee, and takes appropriate action. JETRO also seeks the advice of experts on the Advisory 

Committee as appropriate. After this process is completed, JETRO contacts the persons who 

submitted their comments to inform them how the matter is to be dealt with. 

 

 

6. Revision of the Guidelines 
JETRO checks how the Guidelines is actually operated, and based on the results, revises the 

Guidelines as necessary. The process of revision will be based on the principles of transparency and 

accountability, reflecting the opinions of specialists in the Japanese government, Japanese 

corporations, experts, non-governmental organizations, etc. 

 

 

7. Definition of terms 

(1) “Environmental and social considerations” 

This refers to considerations of the environmental impacts, such as impacts on air, water, soil, 

biodiversity, as well as the social impacts, including involuntary relocation, respect for the 

human rights of workers and indigenous peoples, and so forth. 

 

(2) “Business and human rights” 

This is a concept based on the UN Guiding Principles and refers to the following principles. 

States have an obligation under international human rights law to protect people from human 

rights abuse within their territory and/or jurisdiction, and all business enterprises (economic 

entities) have a responsibility to respect human rights, even when states are not fulfilling that 

obligation. Economic entities should identify the adverse impact of their activities on 

people’s rights, avoid human rights infringements, and address the adverse impact on human 

rights in which they have been involved. 

 

(3) “Medium-term Plan” 

This refers to a plan developed by JETRO to carry out its operations in a planned manner in 

accordance with the JETRO’s Medium-term Objectives set by the Ministry of Economy, 

Trade and Industry (METI) under the provisions of the Act on General Rules for Incorporated 

Administrative Agencies. 

 

(4) “Trade and investment promotion activities” 

This refers to activities implemented by JETRO based on the Medium-term Plan. Such 

activities also include projects commissioned by the national and local governments and other 

organizations. 

 

(5) “Screening” 

This refers to making judgments, based on the project’s characteristics and local features, on 

the need for environmental and social considerations to be taken into account. According to 

the Guidelines, trade and investment promotion activities are categorized according to their 

environmental and social impacts, and the actions prescribed for each category are 

implemented. 

 

(6) “Stakeholders” 

In the Guidelines, this term refers to individuals or groups that are either related to or affected 
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by JETRO activities, as well as those who are knowledgeable about or have opinions on 

JETRO activities. However, in the implementation of environmental and social consideration 

for an individual project, the term “stakeholders” refers to (a) government and other relevant 

parties with jurisdiction over the proposed project site when the project is ultimately 

implemented, (b) individuals and groups (including squatters) likely to be affected by the 

project, and (c) individuals and groups (including NGOs operating in the area) who are 

assumed to have either knowledge of or opinions about the project. 

 

(7) “Preliminary scoping” 

This term refers to identifying items to be assessed in a wide range of potential environmental 

and social impacts that may arise at the time of project implementation so as to properly 

factor in environmental and social considerations when the project progresses. 
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Part II Environmental and social considerations in trade and 
investment promotion activities 

 

 

1. Basic concepts 
(1) Improving the social value of the organization through environmental and social 

considerations 

For companies to develop sustainably, it is essential that they consider the impact of their 

activities on the environment and society and fulfill their CSR initiatives while emphasizing 

their relationships with stakeholders. Furthermore, companies are also expected to 

proactively transform their activities to achieve SDGs adopted at the UN Summit in 2015. 

 

The role of JETRO, an organization that belongs to the public sector but has contact with 

private enterprises on a daily basis due to the nature of its activities, is to contribute to 

sustainable development by supporting private enterprises in their efforts to incorporate 

environmental and social considerations into their business as well as their CSR initiatives 

and their contributions to SDGs. Of equal importance is the development of JETRO’s social 

value, which is achieved by giving appropriate consideration to the environmental and social 

impact of the trade and investment promotion activities that JETRO conducts as an 

implementing entity. 

 

(2) Information disclosure and communication with stakeholders 

Generally, a crucial element underpinning the reliability of environmental and social 

considerations or CSR is active information disclosure and dialogue and communication 

with stakeholders. JETRO, while actively promoting disclosure of its own activities and 

dialogue and communication with its stakeholders, calls upon private enterprises, through 

its operations, to do the same. 

 

 

2. Environmental and social considerations in JETRO activities 
(1) Implementation policy 

Through its promotion of trade and investment, JETRO may create various adverse effects 

on the environment and society. JETRO, in planning and implementing its activities, 

therefore considers the potential environmental and social impact of those activities. This is 

done in compliance with all laws (including customary law and rights) of the countries 

involved, as well as all international norms (international treaties and agreements, guidelines, 

etc.) and other relevant documents. Appendix 1 provides a list of international treaties and 

agreements, guidelines, and other relevant documents that JETRO uses as a reference for 

determining potential environmental and human rights risks in its trade and investment 

promotion activities. 

 

(2) Categorization 

JETRO classifies trade and investment promotion activities that it implements as an 

implementing entity into three categories according to the degree of their environmental and 

social impacts, and conducts the measures for environmental and social considerations 

specified for each category. The implementation methods for environmental and social 

considerations for categories A and B are set forth in Part III “Environmental and social 

considerations for individual projects” of the Guidelines. 

1) Category A: 

A project that is likely to have an adverse environmental and/or social impact; and/or a 

project with impact that is complicated, difficult to assess due to lack of precedence, or 

irreversible and large-scale. 

Projects covered 
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・ Projects for which JETRO directly provides subsidies to cover the costs of the 

company’s activities for the purpose of supporting project materialization 

(including feasibility studies), and which are considered to have significant 

adverse impacts on the environment and society, taking into consideration the 

nature and scale of the project. 

Measures 

・ In the process of implementing the project, environmental and social 

considerations as stipulated in Part III, 1. (2) “Basic policy” of the Guidelines are 

implemented. 

2) Category B: 

A project that is likely to have a potential adverse environmental and social impact that 

is less adverse than that of Category A projects. Typically, its impacts are site-specific, 

few if any are irreversible, and mitigation measures are more readily available. 

Projects covered 

・ Projects for which JETRO directly provides subsidies to cover the costs of the 

company’s activities for the purpose of supporting the project materialization 

(including feasibility studies), and which are considered to have adverse impacts 

on the environment and society that areless adverse than that of Category A 

projects, taking into consideration the nature and scale of the project. 

Measures 

・ In the process of implementing the project, environmental and social 

considerations as stipulated in Part III, 1. (2) “Basic policy” of the Guidelines are 

implemented. 

3) Category C: 

A project that is likely to have minimal or no adverse environmental and social impact. 

Projects covered 

・ Of JETRO’s trade and investment promotion activities, all environmental and 

social projects and initiatives that do not belong to categories A or B. 

Measures 

・ The outline of the project or initiative and its results are reported to the Advisory 

Committee. 

 

(3) Categorization method 

JETRO classifies projects based on the opinions of the subcommittees consisting of the 

Advisory Committee members appointed by the Chairman of the Advisory Committee. 

 

 

3. JETRO’s support for enterprises in terms of environmental and social 
considerations 

JETRO gathers information regarding environmental and social considerations, namely, the laws of 

various countries, international norms (international treaties and agreements, guidelines, etc.), and a 

variety of “good practices.” JETRO also provides this information to Japanese enterprises to support 

their CSR initiatives, contribution to SDGs, and environmental and social considerations. Using the 

information, JETRO also endeavors to support overseas enterprises, private organizations, and public 

bodies in their environmental and social considerations, CSR initiatives, and contributions to SDGs. 

 

Further, at the request of Japanese or overseas enterprises that are expanding their business overseas, 

JETRO provides advice from the perspective of environmental and social considerations to foster 

their acceptance in the community as a good corporate citizen, in addition to information on legal, 

labor, taxation issues, and other management systems and business-related matters of the countries 

to where the companies are expanding their business. 
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Part III Environmental and social considerations for individual 
projects 

 

 

1. Basic concepts 
(1) Introduction 

The environmental and social considerations described in Part III cover projects classified 

as Category A or B in Part II, 2. (2) “Categorization”. 

 

(2) Basic policy 

Implementation of environmental and social considerations is positioned as preliminary or 

supplementary to the project. It is intended to provide assistance to companies in their 

environmental and social considerations, and to support companies in reducing business 

risks through preliminary scoping, where JETRO identifies a wide range of environmental 

and social impacts that companies should understand in advance of their overseas expansion 

and provides advice on items to be considered. 

 

To this end, JETRO establishes its basic policy on procedures and items to be considered in 

projects as follows: 

 

1) Implementation method of environmental and social considerations 

Note: Measures (a), (b), and (d) below are the same for categories A and B. Measure 

(c) differs between categories A and B. 

(a) Agreement to comply with the Guidelines 

JETRO obtains consent from the project proponent to comply with the Guidelines. 

(b) Screening 

JETRO conducts screening based on the “Categorization method” set forth in Part 

II, 2. (3) of the Guidelines. 

(c) Advice on project plans and review of study findings and result of examination 

< Category A > 

Prior to the commencement of the project, JETRO shares with the subcommittees 

of the Advisory Committee the project outline (application form for the project 

concerned, screening format in Appendix 3, etc.) submitted by the project 

proponent, conducts preliminary scoping to identify a wide range of 

environmental and social impacts that needs to be considered, and seeks advice on 

items to be considered. In the process of project implementation, the project 

proponent conducts a study on environmental and social impacts for 

considerations, taking into account the above advice, and describes the survey 

findings in a draft report. The subcommittees of the Advisory Committee review 

the draft report and provides advice as necessary. 

< Category B > 

Prior to the commencement of the project, JETRO conducts preliminary scoping 

based on the project outline (application form for the project concerned, screening 

format in Appendix 3, etc.) submitted by the project proponent to identify a wide 

range of environmental and social impacts that needs to be considered and 

provides advice on items to be considered. In the process of project 

implementation, the project proponent conducts a study on environmental and 

social impacts for considerations, taking into account the above advice, and 

describes the survey findings in a draft report. JETRO reviews the draft report and 

provide advice as necessary. 

(d) Information disclosure 

In principle, JETRO discloses information on the results of the implementation of 

environmental and social considerations. JETRO also reports the results to the 

Advisory Committee. 
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2) Types and scope of social and environmental impacts considered 

The types of environmental and social impacts considered and the scope of 

environmental and social impact of the project subject to advice are same as those listed 

in “3. Types and scope of social and environmental impacts considered” and “4. 

Considerations of the social environment and human rights” stipulated in Part I (Basic 

matters) of the Guidelines. 

3) Items to be considered in projects 

(a) Confirmation of validity of projects 

Project proponent confirms the validity of the project plan from the perspective of 

environmental and social considerations, in addition to project strategy and 

economic and technical aspects and, as necessary, reviews the effects and impact 

of the project and conducts a comparative analysis of possible alternatives. 

(b) Information-gathering from stakeholders 

Project proponent endeavors to collect information relevant to environmental and 

social considerations from stakeholders who are expected to be involved in 

overseas project development and describe its outcome in the report. In cases 

where the planned project site is known or the geographic areas affected by the 

project are deemed clear, the project proponent collects information from 

companies, local governments and organization, and individuals who are 

knowledgeable in the environmental and social considerations in the area 

concerned, and describe the results of the consultation, including the 

methodologies used to identify stakeholders and to gather necessary information. 

 

(3) JETRO’s responsibility regarding environmental and social considerations 

1) JETRO and/or subcommittees of the Advisory Committee advice the project proponent 

on the risks and study items for environmental and social considerations. JETRO and/or 

the subcommittees also check to see whether the advised matters have been 

appropriately studied and examined and, as the need arises, advice the project proponent 

to conduct additional studies or revise reports. 

2) If JETRO receives relevant information from stakeholders, etc., during the 

implementation of the project subject to its advice, JETRO will share that information 

with the project proponent and take appropriate action as needed. When sharing 

information with the project proponent, if the parties who provided information are 

project-affected people or their supporters, or others in positions affected by the project, 

considerations are made as much as possible to avoid undue pressure on the parties from 

companies or governments related to the project. 

3) JETRO reports to the Advisory Committee on its overall environmental and social 

projects and initiatives, including the implementation status of environmental and social 

considerations and solicits expert advice on the projects and initiatives. 

 

 

2. Procedures for environmental and social considerations 
(1) Pre-project implementation phase 

1) The department of JETRO in charge ensures that the project proponent can confirm the 

contents of the Guidelines when it publicly invites applications for projects. 

2) Project proponent agrees to comply with the Guidelines and submits to JETRO the 

prescribed application form and Appendix 3 “Screening Format” for the project. To 

describe items related to environmental and social considerations in the application 

form, the project proponent refers to Appendix 2 “Instructions for determining the 

environmental and social considerations to be included in the application”. 

3) The department of JETRO in charge reviews the submitted application and the content 

of the screening format, and determines whether the items studied for environmental 

and social considerations are valid. JETRO also gathers information from overseas 

offices as needed. 
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4) JETRO and/or subcommittees of the Advisory Committee check to see that application 

includes appropriate study items for environmental and social considerations based on 

Appendix 2 “Instructions for determining the environmental and social considerations 

to be included in application” and provide advice to project proponent. 

5) The director of JETRO in charge of environmental and social considerations helps to 

confirm that the application includes appropriate study items for environmental and 

social considerations and provides necessary advice. 

 

(2) Project implementation phase 

1) Study items for environmental and social considerations are (i) confirming the systems 

of the host country with regard to such considerations, and (ii) gathering information 

concerning the natural and social environment of the project site at the time. Both (i) 

and (ii) are undertaken for each study project in accordance with Appendix 4 

“Instructions for determining the environmental and social considerations to be included 

in the project report” of the Guidelines. If necessary, the project proponent will conduct 

preliminary scoping to identify a wide range of study items that may be necessary at the 

time of project implementation for conducting environmental and social considerations 

in an appropriate manner once the study becomes a full-scale project. 

2) Project proponent will implement on-site study by dispatching personnel including, if 

necessary, experts on environmental and social considerations. 

3) Project proponent conducts a study and examines the wide range of study items that 

have been identified through preliminary scoping, including matters advised by JETRO 

and/or subcommittees of the Advisory Committee, and record the results in a report. 

4) In cases where the planned project site is known or the geographic areas affected by the 

project are deemed clear, project proponent describes the results of the consultation, 

including the methodologies used to identify stakeholders and to gather necessary 

information. To this end, the project proponent, as the need arises, makes efforts to 

gather information from individuals and organizations knowledgeable about the 

environmental and social conditions of the project area. 

5) Project proponent will provide information on the sources and routes of obtaining the 

literature and basic data used in the study. 

6) In the process of project implementation, the JETRO department in charge checks to 

see whether the study items for environmental and social considerations have been 

appropriately studied and examined in accordance with Appendix 4 of the Guidelines.  

7) The director of JETRO in charge of environmental and social considerations cooperates 

with the department in charge and provides advice as necessary. 

 

(3) Project report review phase 

1) During the review of the study report, the department of JETRO in charge confirms that 

the study items for environmental and social considerations that are appropriate for the 

project concerned have been studied and examined in accordance with Appendix 4. 

2) JETRO and/or subcommittees of the Advisory Committee confirm that study items for 

environmental and social considerations that are appropriate for the project concerned 

have been studied and examined, and that the advised matters have been properly 

studied and examined, and provide advice as necessary, in accordance with Appendix 

4. 

 

(4) Information disclosure concerning environmental and social considerations 

JETRO publishes its social and environmental consideration efforts on the JETRO website. 



 

11 

 

(Appendix 1) 

 

E
x

a
m

p
le

s
 o

f 
p

o
te

n
ti

a
l 

ri
s

k
s

 i
n

 c
a

rr
y

in
g

 o
u

t 
tr

a
d

e
 a

n
d

 i
n

v
e

s
tm

e
n

t 
p

ro
m

o
ti

o
n

 a
c

ti
v

it
ie

s
 a

n
d

 t
h

e
 r

e
le

v
a

n
t 

in
te

rn
a

ti
o

n
a

l 
fr

a
m

e
w

o
rk

s
, 

tr
e

a
ti

e
s

, 
e

tc
. 

P
o
te

n
ti

al
 r

is
k
s 

IF
C

 P
er

fo
rm

an
ce

 

S
ta

n
d

ar
d

s 

U
N

 G
lo

b
al

 

C
o

m
p

ac
t 

U
N

 G
u

id
in

g
 

P
ri

n
ci

p
le

s 
o

n
 

B
u

si
n

es
s 

an
d
 

H
u

m
an

 R
ig

h
ts

 

O
E

C
D

 G
u

id
el

in
es

 

fo
r 

M
u

lt
in

a
ti

o
n

al
 

E
n

te
rp

ri
se

s 

IL
O

 T
ri

p
a
rt

it
e 

d
ec

la
ra

ti
o
n
 o

f 

p
ri

n
ci

p
le

s 

co
n
ce

rn
in

g
 

m
u

lt
in

at
io

n
al

 

en
te

rp
ri

se
s 

an
d
 

so
ci

al
 p

o
li

cy
 

In
te

rn
at

io
n
al

 t
re

at
ie

s 
an

d
 a

g
re

em
en

ts
, 

et
c.

 

(1
) 

F
ai

lu
re

 t
o

 c
o

n
d

u
ct

 e
n

v
ir

o
n

m
en

ta
l 

an
d
 s

o
ci

al
 i

m
p
ac

t 
as

se
ss

m
en

ts
 w

h
en

 

co
n

st
ru

ct
in

g
 p

la
ce

s 
o

f 
b
u
si

n
es

s 
o
r 

fa
ct

o
ri

es
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

 
(2

) 
V

io
la

ti
o

n
s 

o
f:

 r
ec

o
g

n
it

io
n
 o

f 
fr

ee
d
o

m
 o

f 
as

so
ci

at
io

n
 a

n
d
 c

o
ll

ec
ti

v
e 

b
ar

g
ai

n
in

g
, 

p
ro

h
ib

it
io

n
 o

f 
fo

rc
ed

 l
ab

o
r 

an
d
 c

h
il

d
 l

ab
o
r,

 e
li

m
in

at
io

n
 o

f 

d
is

cr
im

in
at

io
n

, 
an

d
/o

r 
sa

fe
 a

n
d
 h

ea
lt

h
y
 w

o
rk

in
g
 e

n
v
ir

o
n
m

en
t 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

In
te

rn
at

io
n
al

 B
il

l 
o
f 

H
u

m
an

 R
ig

h
ts

, 

IL
O

’s
 C

o
re

 L
ab

o
u
r 

S
ta

n
d
ar

d
s 

(C
L

S
) 

(3
) 

V
io

la
ti

o
n

s 
o

f 
w

o
rk

er
s'

 r
ig

h
ts

 t
o
 m

in
im

u
m

 w
ag

es
 a

n
d

/o
r 

o
th

er
 r

ig
h

ts
 

re
co

g
n

iz
ed

 u
n

d
er

 l
o

ca
l 

la
w

s 
an

d
 i

n
te

rn
at

io
n

al
 s

ta
n
d
ar

d
s 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

In
te

rn
at

io
n
al

 B
il

l 
o
f 

H
u

m
an

 R
ig

h
ts

, 

IL
O

 l
ab

o
r 

co
n
v
en

ti
o
n
s 

(4
) 

E
m

p
lo

y
m

en
t 

in
 h

az
ar

d
o
u
s 

o
r 

u
n
h
y
g
ie

n
ic

 w
o
rk

si
te

s 
〇

 
〇

 
〇

 
〇

 
〇

 
 

(5
) 

C
li

m
at

e 
ch

an
g

e 
〇

 
〇

 
〇

 
〇

 
 

P
ar

is
 C

li
m

at
e 

A
g
re

em
en

t 

(6
) 

E
m

is
si

o
n

 o
f 

p
o

ll
u

ta
n

ts
, 

h
az

ar
d
o
u
s 

w
as

te
, 

et
c.

, 
fr

o
m

 p
la

ce
s 

o
f 

b
u
si

n
es

s 
an

d
 

fa
ct

o
ri

es
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

S
to

ck
h
o
lm

 C
o
n
v
en

ti
o

n
, 

V
ie

n
n
a 

C
o
n
v
en

ti
o
n
, 

M
o
n
tr

ea
l 

P
ro

to
co

l,
 

L
o

n
d

o
n

 C
o

n
v

e
n

ti
o

n
 

(7
) 

U
se

 o
f 

h
az

ar
d

o
u

s 
o

r 
to

x
ic

 s
u
b
st

an
ce

s 
〇

 
〇

 
〇

 
〇

 
〇

 
S

to
ck

h
o
lm

 C
o
n
v
en

ti
o

n
, 

V
ie

n
n
a 

C
o
n
v
en

ti
o
n
, 

M
o
n
tr

ea
l 

P
ro

to
co

l,
 

L
o
n
d
o
n
 C

o
n
v
e
n
ti

o
n

 

(8
) 

Im
p

o
rt

 a
n

d
 e

x
p

o
rt

 o
f 

p
ro

d
u
ct

s 
co

n
ta

in
in

g
 h

az
ar

d
o
u
s 

ch
em

ic
al

s 
〇

 
〇

 
〇

 
〇

 
〇

 
R

o
tt

er
d
am

 T
re

at
y
, 

S
to

ck
h
o

lm
 

C
o
n
v
en

ti
o
n
, 

E
U

-R
o
H

S
 D

ir
ec

ti
v
e,

 E
U

-

R
E

A
C

H
 R

eg
u
la

ti
o
n

 

(9
) 

Im
p

o
rt

 a
n

d
 e

x
p

o
rt

 o
f 

h
az

ar
d

o
u
s 

w
as

te
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

B
as

el
 T

re
at

y
 

(1
0
) 
E

m
is

si
o

n
 o

f 
h

az
ar

d
o

u
s 

w
as

te
 a

ft
er

 p
ro

d
u
ct

 u
se

 
〇

 
〇

 
〇

 
〇

 
〇

 
E

U
-W

E
E

E
 D

ir
ec

ti
v
e
 

(1
1
) 
C

o
m

p
et

it
io

n
 w

it
h

 l
o

ca
l 

p
o
p
u
la

ti
o
n
 f

o
r 

u
ti

li
z
at

io
n
 o

f 
n
at

u
ra

l 
re

so
u

rc
es

 
〇

 
〇

 
〇

 
〇

 
 

 
(1

2
) 
In

ad
eq

u
at

e 
re

sp
o

n
se

 t
o
 d

is
as

te
rs

, 
ac

ci
d
en

ts
, 
an

d
 e

m
er

g
en

ci
es

 
〇

 
 

〇
 

〇
 

〇
 

 
(1

3
) 
G

ra
ft

/c
o

rr
u

p
ti

o
n

/b
ri

b
e
ry

; 
g
iv

in
g
 o

r 
re

ce
iv

in
g
 o

f 
m

o
n
ey

 o
r 

g
o
o
d
s 

in
 a

n
 

o
p

aq
u

e 
m

an
n

er
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

 
O

E
C

D
 C

o
n
v
en

ti
o

n
 o

n
 C

o
m

b
at

in
g
 

B
ri

b
er

y
 o

f 
F

o
re

ig
n
 P

u
b
li

c 
O

ff
ic

ia
ls

 

(1
4
) 
In

v
o

lu
n

ta
ry

 r
el

o
ca

ti
o

n
 o

f 
p
o
p
u

la
ti

o
n
 d

u
e 

to
 s

it
e 

ac
q
u
is

it
io

n
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

 
 

(1
5
) 
Il

le
g

al
 d

ef
o

re
st

at
io

n
, 

d
es

tr
u
ct

io
n
 o

f 
n
at

u
ra

l 
en

v
ir

o
n

m
en

t 
fo

r 
p
la

n
ts

 a
n

d
 

an
im

al
s;

 c
o

m
m

er
ci

a
l 

u
ti

li
za

ti
o
n
 o

f 
v
al

u
ab

le
 p

la
n
ts

 a
n
d
 a

n
im

al
s:

 a
n
d
 

in
ad

v
er

te
n

t 
in

tr
o

d
u

ct
io

n
 o

f 
ex

o
ti

c 
sp

ec
ie

s 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

 
B

io
d
iv

er
si

ty
 T

re
at

y
, 

R
am

sa
r 

C
o
n
v
en

ti
o
n
, 

W
as

h
in

g
to

n
 C

o
n
v
en

ti
o
n

 

(1
6
) 
I I

n
fl

o
w

 o
f 

te
ch

n
o

lo
g

ie
s 

an
d
 p

ro
d
u
ct

s 
th

at
 a

re
 c

o
n
tr

o
v
er

si
al

 i
n
 t

er
m

s 
o

f 

sa
fe

ty
 i

n
 a

d
v

an
ce

d
 f

ie
ld

s 
su

ch
 a

s 
b
io

te
ch

n
o
lo

g
y
 a

n
d
 n

an
o
te

ch
n
o
lo

g
y

 
〇

 
〇

 
〇

 
〇

 
〇

 
C

ar
ta

g
en

a 
P

ro
to

c
o
l 

(1
7
) 
P

ro
te

ct
io

n
 o

f 
th

e 
ri

g
h

ts
, 

d
ig

n
it

y
 a

n
d
 c

u
lt

u
re

 o
f 

in
d
ig

en
o

u
s 

p
eo

p
le

s 
〇

 
 

〇
 

〇
 

 
 

(1
8
) 
P

re
se

rv
at

io
n

 o
f 

cu
lt

u
ra

l 
h
er

it
ag

e 
an

d
 e

q
u
it

a
b
le

 s
h
ar

in
g
 o

f 
th

e 
b
en

ef
it

s 
o

f 

cu
lt

u
ra

l 
h

er
it

ag
e
 

〇
 

 
〇

 
〇

 
 

 
(1

9
) 
N

o
n

-d
is

cl
o

su
re

 o
f 

en
v

ir
o
n

m
en

ta
l 

in
fo

rm
at

io
n
 t

o
 t

h
e 

p
u
b
li

c
 a

n
d
/o

r 
w

o
rk

er
s,

 

an
d

 a
b

se
n

ce
 o

f 
th

e 
p

u
b
li

c 
in

 d
ec

is
io

n
-m

ak
in

g
 p

ro
ce

ss
, 

et
c.

 
 

 
〇

 
〇

 
〇

 
A

ar
h
u
s 

C
o
n
v
en

ti
o
n

 

*
A

b
o

v
e 

ta
b

le
 w

il
l 

b
e 

u
p

d
at

ed
 a

s 
n
ec

es
sa

ry
 i

n
 l

ig
h
t 

o
f 

JE
T

R
O

 a
ct

iv
it

ie
s.

 

 



 

12 

 

(Appendix 2) 
 

Instructions for determining the environmental and social 
considerations to be included in the application 

 

The party proposing the project, in submitting the application, should include the appropriate 

environmental and social considerations as follows. (Note: project applications will be rejected if the 

social and environmental measures required for the project are deemed difficult to execute.) 

 

1. Project outline 
Under this item, provide project outline (country, field; project strategy, proposed 

technology/service, form of overseas expansion, preliminary on-site survey, planned starting date of 

project operation, local partners, estimated amount of investment/order, etc.). If there is a possibility 

of new land acquisition or expansion of project site in the overseas project development, describe, 

to the extent possible, the scale (size) of the land and the number of people expected to be newly 

employed. 

 

2. Outline of study on environmental and social considerations 
(1) Study content and items 

Briefly describe scope of the study concerned and other studies required for environmental 

and social consideration for project implementation. 

 

(2) Existing studies 

If there are existing studies regarding the environmental and social considerations for the 

project concerned, describe such studies. 

 

(3) Probable environmental and social impact 

Describe the probable environmental and social impact of the project to be implemented. 

Where such impact is likely to be significant, describe the research methodology used to 

determine its environmental and social impact. If the impact is unlikely to be significant, 

clearly describe why that is the case, based on the characteristics of the project and its 

implementation.  For environmental and social impact, also answer the questions in 

Appendix 3, “Screening format.” 

 

3. Environmental and social improvement 
If environmental and social improvements (energy conservation, resource conservation, natural 

environment conservation, alternative energies, working conditions, labor relations, workplace 

diversity and inclusion, building of workers’ skills, etc.) are expected from the implementation of 

this project, describe the improvements and why they can be expected. 
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(Appendix 3) 
 

Screening format 
 

Question 1: Project Outline 

1.1 Is there any possibility of new land acquisition or expansion of the project site upon 

implementation of the project? Check “Yes,” if there is a possibility in the future—even if not 

specifically determined at this stage. 

☐Yes ☐No 

 

1-2 If answered “Yes” in 1-1 above, please indicate the planned project site (attach a map if possible). 

If a specific project site has not been determined, please indicate the planned area to the extent 

possible. (                                             ) 

 

1.3 Is there any possibility that the implementation of the project will create new jobs or affect jobs 

in the existing value chain? Check “Yes,” if there is a possibility in the future—even if not 

specifically determined at this stage. 

☐Yes ☐No 

 

Question 2: Consultations with stakeholders, etc. 

2-1 Did the proponent implement meetings with the related stakeholders? 

 ☐Implemented  ☐Not implemented (or plan to implement in the future) 

 

If implemented, please mark the applicable stakeholder(s) and provide the consultation date and 

time, location, number/affiliation/ gender of participants, their main comments, and status of 

response to the comments, etc. (Check all that apply.) 

 ☐Administrative body (                                  ) 

 ☐Local residents (                                  ) 

 ☐NGOs (                                  ) 

 ☐Workers and labor unions (                                  ) 

 ☐Others (                                  ) 

 

2-2 Is the project a new one or an ongoing one? In the case of an ongoing project, have you received 

complaints or other comments from local residents? 

 ☐New ☐Ongoing (with complaints)  ☐Ongoing (without complaints) 

 ☐Other (                       ) 

If you have received complaints or comments from local residents, etc., describe the specific 

details in the space provided below. Also, describe to the extent possible the measures you have 

taken in response to the complaints or comments. 

(                                                                           ) 

 

Question 3: Plan for environmental assessment 

3-1 Is an Environmental Impact Assessment (EIA), including an Initial Environmental Examination 

(IEE) required for the project according to a law or guidelines of a host country? If yes, is an EIA 

implemented or planned? If necessary, please fill in the reason why an EIA is required. 

☐Necessary  (☐Implemented ☐Ongoing/planning) 

(Reason why EIA is required:                   ) 

☐Not necessary 

☐Unconfirmed (or plan to investigate in the future) 

☐Other (                 ) 
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3-2 If answered “Necessary” on 3-1 above, was the EIA approved by the relevant laws of the host 

country? If yes, please note the date of approval and the competent authority. 

☐Approved without a supplementary condition  

(Date of approval:                  Competent authority:                  ) 

☐Approved with a supplementary condition 

(Date of approval:                   Competent authority:                  ) 

☐Under appraisal 

☐Under implementation 

☐Appraisal process not yet started  

☐Other (            ) 

 

3-3 If the project requires other permit or approval, please indicate the title of the permit or approval. 

Have you obtained the permit or approval? 

☐Already obtained 

☐Not yet obtained the required permit or approval ☐Not required 

☐Unconfirmed (or plan to investigate in the future) 

☐Other (            ) 

(Title of the permit or approval:                           ) 

 

3-4 Are environmental assessment reports, permits and approvals, etc. disclosed to the public? If yes, 

please indicate where the documents are disclosed (location, website URL, etc.) 

☐Made available at local offices, etc. (Location:                        ) 

☐Published on website (URL:                       ) 

☐Not disclosed 

☐Other (            ) 

 

Question 4: Conformation of the implementation of environmental and social considerations 

4-1 Are any of the following areas present either inside or surrounding the project site? 

 ☐Yes ☐No 

 

If yes, please mark all that apply and indicate the specific name of the area. 

☐National parks, nationally-designated protected areas (coastal areas, wetlands, areas for ethnic 

minorities or indigenous peoples and cultural heritage, etc. designated by national 

governments) (Name of area:                ) 

☐Primary forests, natural forests in tropical areas (Name of area:                ) 

☐Habitats with important ecological value (coral reefs, mangrove wetlands, tidal flats, etc.) 

(Name of area:                ) 

☐Habitats of rare species that require protection under domestic legislation, international 

treaties, etc. (Names of habitat and rare species:                ) 

☐Areas in danger of large-scale salt accumulation or soil erosion  

(Name of area:                ) 

 ☐Areas with a remarkable tendency of desertification (Name of area:                ) 

 ☐Areas with unique archeological, historical, or cultural values  

  (Name of area:                ) 

☐Areas inhabited by ethnic minorities, indigenous peoples, or nomadic peoples with traditional 

ways of life, and other areas with special social values (Name of area:                ) 

 

4-2 Does the project include any of the following items? 

 ☐Yes ☐No 

 

 If yes, please mark all that apply and provide the details in parenthesis to the extent possible. 
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☐Involuntary resettlement 

☐Groundwater pumping 

☐Land reclamation, land development, and/or land-clearing 

☐Impact on the livelihoods of nearby residents due to environmental changes associated with  

the project 

☐Logging 

(Example: number of households subject to involuntary resettlement, size of land 

reclamation, size of forest area to be logged:                     ) 

 

4-3  Are there any concerns that undesirable environmental and social impacts may arise in the 

process of implementing the project or in the main supply chain? If yes, please mark all that 

apply. Also, please describe the concerns in detail to the extent possible. 

☐Yes ☐No 

 

☐Air pollution 

☐Water pollution 

☐Soil pollution 

☐Waste 

☐Noise and vibration 

☐Ground subsidence 

☐Offensive odor 

☐Geographical features 

☐Bottom sediment 

☐Biodiversity 

☐Water usage 

☐Accidents 

☐Climate change 

☐Involuntary resettlement 

☐Local economies, such as employment, livelihood, etc. 

☐Land use and utilization of local resources 

☐Social institutions such as social infrastructure and local decision-making institutions 

☐Existing social infrastructures and services 

☐People in poverty, indigenous people, ethnic minorities, refugees, and/or internally displaced 

persons 

☐Misdistribution of benefits and damages 

☐Local conflicts of interest 

☐Gender 

☐Persons with disabilities  

☐Rights of children and/or consideration for the elderly 

☐Cultural heritage 

☐Infectious diseases, such as HIV/AIDS and COVID-19 

☐Working environment and safety 

☐Migrant labor and/or forced labor 

☐Corruption 

☐Other (            ) 

 

Describe the concerns marked above. Please be as specific as possible. 

(                                                                           ) 
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4-4  If you have considered the location and method of project implementation in comparison with 

other options, describe the details of the comparison. Please be as specific as possible. 

(                                                                           ) 

 

Note: This form is a tentative model and may be revised as necessary based on actual operation. 
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(Appendix 4) 
 

Instructions for determining the environmental and social 
considerations to be included in the project report 

 

Project proponent, in completing their project reports, should include the following environmental and 

social considerations: 

 

1. Project outline 
Provide project outline (country, field, project strategy, proposed technology/service, form of 

overseas expansion, preliminary on-site survey, planned starting date of project operation, local 

partners, estimated amount of investment/order, etc.). If there is a possibility of new land acquisition 

or expansion of project site in the overseas project development, describe, to the extent possible, the 

scale (size) of the land and the number of people expected to be newly employed. 

 

2. Examination of environmental and social aspects 
(1) Environmental and social impact of project implementation 

Describe the findings of the study on environmental and social considerations, including on 

matters advised by JETRO and/or subcommittees of the Advisory Committee. 

 

In cases where the planned project site is known or the geographic areas affected by the project 

are deemed clear, the results of the consultation, including the methodologies used to identify 

stakeholders and to gather necessary information, should be stated. To this end, the project 

proponent, as the need arises, makes efforts to gather information from individuals and 

organizations knowledgeable about the environmental and social conditions of the project area. 

Describe any such information gathered. 

 

(2) Outline of legislation related to environmental and social considerations in the host country and 

necessary measures to ensure compliance 

Provide an outline of legislation related to relevant environmental and social considerations 

when implementing the project and necessary measures to ensure legal compliance. Also, 

provide details for an environmental impact assessment (EIA) and other assessments that are 

required for project implementation in the host country. If an EIA is required in the next phase 

of the research, describe to the extent possible the timing, duration, areas and items that need to 

be studied, and environmental measures that may be necessary in the implementation phase of 

the project. 

 

3. Environmental and social improvement 
If environmental and social improvements (energy conservation, resource conservation, natural 

environment conservation, alternative energies, working conditions, labor relations, workplace 

diversity and inclusion, building of workers’ skills, etc.) are expected from the implementation of 

this project, describe the improvements and why they can be expected. In the description, include, 

to the extent possible, the analysis of the current situation, future projections, and the effects/impacts 

of project implementation, for example. 
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